
議案第１２２号

令 和 ６ 年 度

五所川原市水道事業会計補正予算書



令和６年度五所川原市水道事業会計補正予算（第１号）

（総　　　則）
第１条　令和６年度五所川原市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（資本的収入及び支出）
第２条　予算第４条中「５２５,５８０千円」を「５２６,０４６千円」に、「５８,４６４千円」を「５８,４５２千円」に、
「２２６,７９３千円」を「２２７,２７１千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

　　　支　　　　出
第１款　資本的支出
第１項

（債務負担行為）
第３条　予算第５条に定めた債務負担行為を、次のとおり補正する。

追加

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第４条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

（１）

令和６年１１月２８日提出

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ）

１,０５５,９３１ 千円 ４６６ 千円 １,０５６,３９７ 千円
建 設 改 良 費 ６６２,５７７ 千円 ４６６ 千円 ６６３,０４３ 千円

事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ）

職 員 給 与 費 １５６,３２０ 千円 ４６６ 千円 １５６,７８６ 千円

旧上下水道部庁舎３階
冷房設備設置工事設計業務

令和７年度から令和７年度まで ７,０００ 千円

旧上下水道部庁舎３階
冷房設備設置工事

令和７年度から令和７年度まで １５,０００ 千円

五所川原市長　　佐々木　孝　昌　　
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補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１ 令 和 ６ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

２ 令和６年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

３ 令 和 ６ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

４ 財 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

５ 令 和 ６ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和６年度五所川原市水道事業会計補正予算実施計画

(資本的支出）

支 出

款 項 目 既決予定額（千円） 補正予定額（千円） 計（千円）

資 本 的 支 出 １,０５５,９３１ ４６６ １,０５６,３９７

建 設 改 良 費 ６６２,５７７ ４６６ ６６３,０４３

施 設 費 ５５８,０５５ ４６６ ５５８,５２１
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１ 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
当 年 度 純 利 益

　　　 減 価 償 却 費
　　　 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額（△は減少）
　　　 長 期 前 受 金 戻 入 額
　　　 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費
　　　 有 形 固 定 資 産 除 却 費
　　　 未 収 金 の 増 減 額（△は増加）
　　　 未 払 金 の 増 減 額（△は減少）
　　　 た な 卸 資 産 の 増 減 額（△は増加）
　　　 引 当 金 の 増 減 額（△は減少）
　　　 前 払 金 の 増 減 額（△は増加）
　　　 そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額（△は減少）

小 計
　　　 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 費

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

２ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　　　 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
　　　 国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入
　　　 国 庫 補 助 金 等 の 返 還 に よ る 支 出
　　　 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

３ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
そ の 他 の 企 業 債 に よ る 収 入
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 増 加 額（又は減少額）
 資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高

２　令和６年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書　
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位：千円）

△２３５,９７１
４７０,１９６

７８１
△４１,９４７

７２,０２５
５,３４８

１６,３３０
△４４,３４５

１３８
３７６

３５,３１０
２２８

２７８,４６９
△７２,０２５
２０６,４４４

△７７６,８９２
１,７５０

△３,１７１
△７７８,３１３

５２８,６００
△３９０,１８３

２６０,１００
３９８,５１７

△１７３,３５２
１,７８６,７３６
１,６１３,３８４
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１　総　括

３　令和６年度五所川原市水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(2) (1,928) (299) (2,227) (267) (2,494)

10 18 285 78,113 41,292 119,690 34,602 154,292

(1) (500) (500) (500)

10 20 285 79,425 41,257 120,967 34,853 155,820

(0) (1) (0) (1,428) (299) (1,727) (267) (1,994)

0 △ 2 0 △ 1,312 35 △ 1,277 △ 251 △ 1,528

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(187) (94) (18)

2,062 17,731 14,207 1,317 1,034 324 1,285 1,524 78 1,730

1,992 17,835 14,179 1,293 1,192 324 1,110 1,524 78 1,730

(0) (187) (94) (0) (18) (0) (0) (0) (0) (0)

70 △ 104 28 24 △ 158 0 175 0 0 0

※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

区　　　　　　分
法定福利費 合　　計

補　正　後

補　正　前

比　１　較

区　　　　分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

補　正　後

補　正　前

比　　　較

手当の　　　　
内　訳
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（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

（ア）会計年度任用職員以外の職員

職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補　正　後 18 78,113 41,292 119,405 34,602 154,007

補　正　前 20 79,425 41,257 120,682 34,853 155,535

比　１　較 △ 2 △ 1,312 35 △ 1,277 △ 251 △ 1,528

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

補 正 後 2,062 17,731 14,207 1,317 1,034 324 1,285 1,524 78 1,730

補 正 前 1,992 17,835 14,179 1,293 1,192 324 1,110 1,524 78 1,730

比 較 70 △ 104 28 24 △ 158 0 175 0 0 0

（イ）会計年度任用職員

職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(2) (1,928) (299) (2,227) (267) (2,494)

(1) (500) (0) (500) (0) (500)

(1) (1,428) (299) (1,727) (267) (1,994)

（千円） （千円） （千円）
(187) (94) (18)

(0) (0) (0)

(187) (94) (18)

0 0 0

区　　　　　　分
法定福利費 合　　計

手当の　　　　
内　訳

区　　　　分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

区　　　　　　分
法定福利費 合　　計

補　正　後

補　正　前

比　１　較

区　　　　分
期末手当 勤勉手当 通勤手当

補　正　後

補　正　前

比　　　較

手当の　　　　
内　訳
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寒冷地手当

３　給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増減事由別内訳 (千円） 説　　明 備　　　　　　　考

給与改定に伴う

増 減 分

給与改定に伴う 期末手当 691 126

増 減 分 勤勉手当 949

扶養手当 70 通勤手当 △ 158

期末手当 △ 795 寒冷地手当 △ 102

勤勉手当 △ 921 児童手当 175

区　　　　　　　　　　　　分 行　政　職

平 均 給 料 月 額 (円） 335,173

平 均 給 与 月 額 (円） 358,940

平 均 年 齢 (歳） 46歳  5月

平 均 給 料 月 額 (円） 324,045

平 均 給 与 月 額 (円） 344,500

平 均 年 齢 (歳） 46歳  7月

給 料 △ 1,312

1,719 給与改定に伴う増分 給料 1,719

その他の増減分 △ 3,031 職員の異動等に伴う増分 給料 △ 3,031

職 員
手 当

35

1,766 給与改定に伴う増分

その他の増減分 △ 1,731 職員の異動等に伴う増減分

令和６年１１月１日現在

令和５年１１月１日現在

-8-



（級別の基準となる職務）

（３） 級 別 職 員 数

行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

７　級

６　級 1 5.5

５　級 3 16.7

４　級 8 44.4

３　級

２　級 3 16.7

１　級 3 16.7

計 18 100.0

７　級

６　級 1 5.0

５　級 3 15.0

４　級 9 45.0

３　級 2 10.0

２　級 1 5.0

１　級 4 20.0

計 20 100.0

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

単 純 労 務 職 ― ― 技 能 技 師　・　技 能 主 事

区 分

令和６年１１月１日現在

令和５年１１月１日現在
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（４） 昇　給

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

職 員 数(Ａ)(人) 18

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 14

１号給 (人)

２号給 (人) 1

３号給 (人)

４号給 (人) 13

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) 77.8

職 員 数（Ａ）(人) 20

昇給に係る職員数（Ｂ）(人) 13

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 13

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) 65.0

号給数内訳

号給数内訳

補
１
１　
正　　
１
１
後

補
１
１　
正　　
１
１
前
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（４） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

(1.15) (1.25) (2.40)

2.20 2.35 4.55

(1.15) (1.15) (2.30)

2.20 2.20 4.40

(1.15) (1.25) (2.40)

2.20 2.35 4.55

※（　）内は、再任用職員の支給率

区 分 備 考

補 正 後 有

補 正 前 有

一般会計の制度 有
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４　債務負担行為に関する調書

(単位：千円）

前年度末までの支払 当該年度以降の支

義務発生（見込）額 払義務発生予定額

当 年 度 損 益
勘定留保資金

旧 上 下 水 道 部 庁 舎 ３ 階 令和７年度から

冷房設備設置工事設計業務 令和７年度まで

旧 上 下 水 道 部 庁 舎 ３ 階 令和７年度から

冷 房 設 備 設 置 工 事 令和７年度まで

事　　　　　　　項 限 度 額

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 給水収益 企業債

7,000 7,000 7,000

15,000 15,000 15,000
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１
（１）

イ
ロ
ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

（２）
イ
ロ

（３）
イ

２
（１）
（２）

（３）

５　令和６年度五所川原市水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 339,236
立 木 430
建 物 868,162
減 価 償 却 累 計 額 △ 487,481 380,681
構 築 物 20,268,753
減 価 償 却 累 計 額 △ 10,248,334 10,020,419
機 械 及 び 装 置 2,314,973
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,535,306 779,667
車 両 運 搬 具 17,960
減 価 償 却 累 計 額 △ 16,572 1,388
工 具 、 器 具 及 び 備 品 71,814
減 価 償 却 累 計 額 △ 66,582 5,232
建 設 仮 勘 定 26,178

有 形 固 定 資 産 合 計 11,553,231
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 3,818
電 話 加 入 権 123

無 形 固 定 資 産 合 計 3,941
投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資 26
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 26
固 定 資 産 合 計 11,557,198

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 1,613,384
未 収 金 164,829
貸 倒 引 当 金 △ 13,789 151,040

貯 蔵 品 27,044
流 動 資 産 合 計 1,791,468
資 産 合 計 13,348,666
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３
（１）

４
（１）
（２）
（３）
（４）

５
（１）
（２）

６

７
（１）

イ
ロ
ハ

 

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 5,825,684
固 定 負 債 合 計 5,825,684

流 動 負 債
企 業 債 367,095
未 払 金 149,080
引 当 金 12,665
その他流動負債 35,947
流 動 負 債 合 計 564,787

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 2,382,766
収 益 化 累 計 額 △ 1,297,063
繰 延 収 益 合 計 1,085,703
負 債 合 計 7,476,174

資　　　　本　　　　の　　　　部
資 本 金 4,543,827

剰 余 金
利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 915,534
建 設 改 良 積 立 金 649,102
当年度未処分利益剰余金 -235,971

利 益 剰 余 金 合 計 1,328,665
剰 余 金 合 計 1,328,665
資 本 合 計 5,872,492
負 債 資 本 合 計 13,348,666
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注記
１ 重要な会計方針

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　建物　　　　　　　１５～５０年
　　　構築物　　　　　　１０～４０年
　　　機械及び装置　　　　８年
　　　車両運搬具　　　　　５年
　　　工具、器具及び備品　５～１５年
ロ　無形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　ダム使用権　　　　５５年

（３）引当金の計上方法
イ　退職給付引当金
　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職
　　給付引当金は計上していない。
ロ　賞与引当金
　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（
　　１２月から３月までの４カ月分）を計上している。
ハ　貸倒引当金
　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３ 長期継続契約に係るリース債務
　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続
契約に係るものは以下の金額である。

　　１年内　　 円
　　１年超 円
　　　計 円

１,３１９,５３８
４８６,０９０

１,８０５,６２８
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４ その他の注記
（１）引当金の取崩し

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金１２,０４９千円を取り崩しする予定である。
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